
事 業 概 況 （令和５年４月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和５年度労災保険業務機械処理の令和５年４月末現在における保険給付支払総額は 862 億円で、前年同期に比べて

0.8％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 524億円で 60.7％と最も大きく、次いで療養補償給付

が 222億円で 25.8％を占めている。以下、休業補償給付が 9.4％、障害補償一時金が 2.2％、介護補償給付が 0.9％、遺族

補償一時金が 0.7％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が 21.0％増、障害補償一時金が 19.2％増、

療養補償給付及び介護補償給付がそれぞれ 2.3％増となっているのに対し、二次健康診断等給付が 10.0％減、休業補償給

付が 9.9％減、葬祭料が 3.1％減、年金等給付が 1.4％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 267億円で 31.0％、「建設事業」が 245億円で 28.5％、

「製造業」が 209億円で 24.3％となっている。以下、「運輸業」が 10.8％、「鉱業」が 3.0％、「林業」が 1.5％、「船舶所

有者の事業」が 0.4％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 1.9％増、「その他の

事業」が 1.4％増となっているのに対し、「船舶所有者の事業」が 16.7％減、「漁業」が 9.1％減、「鉱業」が 5.3％減、「運

輸業」が 3.1％減、「林業」が 2.6％減、「建設事業」が 1.8％減、「製造業」が 0.2％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 86,922,564 100.0 2.7 △    86,228,546 100.0 0.8 △    

療 養 補 償 給 付 21,707,335 25.0 0.6 △    22,215,127 25.8 2.3

休 業 補 償 給 付 9,020,738 10.4 3.6 8,130,946 9.4 9.9 △    

障 害 補 償 一 時 金 1,575,271 1.8 24.4 △   1,878,005 2.2 19.2

遺 族 補 償 一 時 金 529,497 0.6 1.2 640,815 0.7 21.0

葬 祭 料 131,105 0.2 7.6 127,069 0.1 3.1 △    

介 護 補 償 給 付 726,890 0.8 2.4 △    743,856 0.9 2.3

年 金 等 給 付 53,106,823 61.1 3.7 △    52,380,288 60.7 1.4 △    

二 次健 康診 断等 給付 124,905 0.1 12.0 △   112,441 0.1 10.0 △   

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百の位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。

令和4年度　4年4月末 令和5年度　5年4月末

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

金 額 構成比
対前年
同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 295億円で 56.4％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 202億円で 38.7％、傷病補償年金が 26億円で 4.9％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 171 億円で 32.6％、「製造業」が 147 億円で 28.1％、

「その他の事業」が 112億円で 21.4％となっている。以下、「運輸業」が 11.2％、「鉱業」が 4.0％、「林業」が 1.7％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.3％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 86,922,564 100.0 2.7 △    86,228,546 100.0 0.8 △    

林 業 1,346,504 1.5 6.5 △    1,312,155 1.5 2.6 △    

漁 業 269,113 0.3 4.1 △    244,601 0.3 9.1 △    

鉱 業 2,757,247 3.2 10.2 △   2,611,991 3.0 5.3 △    

建 設 事 業 25,002,437 28.8 3.7 △    24,542,211 28.5 1.8 △    

製 造 業 20,963,241 24.1 4.8 △    20,918,166 24.3 0.2 △    

運 輸 業 9,642,424 11.1 3.4 △    9,341,102 10.8 3.1 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
206,459 0.2 1.8 △    210,364 0.2 1.9

そ の 他 の 事 業 26,367,906 30.3 1.4 26,741,873 31.0 1.4

船 舶 所 有 者 の 事 業 367,232 0.4 11.4 306,083 0.4 16.7 △   

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

金 額 構成比
対前年
同　期

増減率

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和4年度　4年4月末 令和5年度　5年4月末

令和5年度　5年4月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 20,247,794 29,546,953 2,585,540 52,380,288 100.0

林 業 253,265 592,493 30,797 876,556 1.7

漁 業 50,170 157,997 3,029 211,196 0.4

鉱 業 199,339 1,653,746 243,650 2,096,736 4.0

建 設 事 業 5,411,014 10,717,359 953,828 17,082,202 32.6

製 造 業 7,243,477 7,011,811 454,748 14,710,036 28.1

運 輸 業 2,252,174 3,368,042 270,286 5,890,502 11.2

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
31,971 98,265 5,554 135,791 0.3

そ の 他 の 事 業 4,757,827 5,843,221 620,379 11,221,427 21.4

船 舶 所 有 者 の 事 業 48,557 104,019 3,268 155,843 0.3

構 成 比 38.7% 56.4% 4.9% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和５年度労災保険業務機械処理の令和５年４月末現在における保険料徴収決定済額は 355億円で、前年同期に比べて

2.4％増となっている。保険料収納済額は 28 億円で、前年同期に比べて 4.6％増となっている。また、収納率についてみ

ると 7.9％となっており、前年同期に比べて 0.2ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 295億円で 83.3％と最も大きく、次いで、「その他の事

業」が 30 億円で 8.6％、「製造業」が 12 億円で 3.4％を占めている。以下、「運輸業」が 3.3％、「船舶所有者の事業」が

0.6％、「林業」が 0.5％、「鉱業」が 0.2％、「漁業」が 0.1％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.0％となってい

る。（第４表） 

 

 

区　分　

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

　業　種 4年4月末 5年4月末 4年4月末 5年4月末 4年4月末 5年4月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 34,604,374 35,450,188 100.0 2.4 2,678,548 2,801,931 100.0 4.6 7.7 7.9

林 業 156,694 165,307 0.5 5.5 38,753 36,220 1.3 6.5 △   24.7 21.9

漁 業 49,211 50,192 0.1 2.0 1,253 580 0.0 53.7 △  2.5 1.2

鉱 業 90,784 82,305 0.2 9.3 △   1,140 275 0.0 75.9 △  1.3 0.3

建 設 事 業 28,314,450 29,536,011 83.3 4.3 2,457,194 2,614,278 93.3 6.4 8.7 8.9

製 造 業 1,213,975 1,205,889 3.4 0.7 △   21,914 32,505 1.2 48.3 1.8 2.7

運 輸 業 1,245,224 1,173,857 3.3 5.7 △   15,755 11,614 0.4 26.3 △  1.3 1.0

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
101,012 510 0.0 99.5 △  37 6 0.0 83.8 △  0.0 1.2

そ の 他 の 事 業 3,184,080 3,037,772 8.6 4.6 △   138,238 103,401 3.7 25.2 △  4.3 3.4

船舶所有者の 事業 248,944 198,346 0.6 20.3 △  4,264 3,051 0.1 28.4 △  1.7 1.5

構成比
対前年
同　期

増減率

構成比
対前年
同　期

増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


